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渡辺　本日は，お時間を頂きありがとうございます。
日本建設機械施工協会は設立以来 70 周年を迎えたと
ころですが，はじめに，当協会との関わりなどについ
てお話をお聞かせください。
外村　私が承知している範囲では，40 年ぐらい前に
以前の日本建設機械化協会が建設省（現，国交省）の
要請によりリース・レンタル業部会の設置を検討され，
アクティオ（昔の新電気）の小沼社長（現在会長），
レンタルのニッケンの岸社長，当社の先代の社長の西
尾をはじめ 12 社の賛同を得て発足し，初代の部会長
が当社の西尾社長だったと言う話を聞いております。
昔の同業は，業界としての認識が薄く，コマーシャ

ルベースでいろいろ競争していた中で共通の問題意識
の共有化がほとんど無かったようです。ただ時代の流
れで，建設省（現�国交省）や機械化協会とのお付き
合いの中で，「レンタル業としての社会的地位を高め
ていかなければいけない」と各社の意識の機運が盛り
上がってきて協会内にレンタル業部会が設置されたと
いうのが経緯だと聞いています。当時から，今の主要
なレンタル会社が入っていて，当社もいろんな支部で
入らせていただいて，私はこちら本部で担当させても
らって，協会の中のレンタル業としての一つのプラッ
トフォームの中でみんながフリーに議論していまし
た。
当時の思い出としては，オフロード車の排ガス規制

の関係で製造規制とか使用規制とかいろいろな論点が

ありました。建設機械についてはレンタル業が相当数
を持っていたので，規制関係で「国交省の考え方とし
ては使用規制にしようと思う，それでどうか」という
諮問がレンタル業部会に来て，われわれが初めて国の
政策の中で業として車両の問題に共通の問題意識を
持って議論して，レンタル業部会として意見を出させ
ていただいた。それが政策にある程度反映されてから，
一挙に協会の中の部会としての役割が具体性を帯びて
きました。
それまではみんなが集まりやすい場所というだけの
位置付けだったのですが，それをきっかけに規制，制
度などの共通の問題を協議するとか，行政に対して業
界の問題を提言，質疑応答させてもらうという活動が
始まったような気がします。それが 18 年前かと思い
ます。ちょうど私がレンタル業部会の幹事長とか部会
長をやらせていただいたときです。
今は，私が理事をお引き受けし，会員としてレンタ
ル業部会，i-Construction 施工推進本部，シンポジウ
ム実行委員会，情報化施工委員会などに参画させても
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らっています。特に i-Construction で相当距離感が縮
まっていると感じています。
渡辺　近年，建機レンタル業は大変重要な役割を果た
すように変わってきたと思いますが，その点について
お話をお伺いできればと思います。
外村　現状は言わずもがな，道路・土木用の汎用重機
とかタワークレーンなど建設現場で活用される機材の
レンタルの依存度は相当に上がっています。機械の種
類によりさまざまですが，平均すると恐らく 6割ぐら
いにはなっているのではないかと思います。特に
i-Construction で用いられる情報機器などはほとんど
レンタルではないでしょうか。また，今までは汎用の
重機とかが中心だったのですが，安全管理のシステム
とか環境維持のシステム，ハードだけではなくてソフ
ト面のレンタルの需要も出てきているところです。

タワークレーンのレンタル

われわれの役目は，レンタル業が機械を汎用機とし
て持つということで稼働率を上げながら，現場ごとに
カスタマイズして効率を上げていくことになろうかと
思います。最近は情報化機器など多くなっていますが，
施工各社が自ら保有して使うところまでいかない。ま
ずレンタル業が保有して，現場が使いやすい環境をつ
くる，そういうものを供給していくというのが今の一
般的なスタイルになっているのではないかと思いま
す。

過去には，ゼネコンも自社で機械を持って，自社の
現場だけで稼働させていた。その稼働率を上げるため
にどうしていくか。14 ～ 15 年前ですか，ゼネコンの
機材センターもレンタルのほうに機能を移して，われ
われが機械を供給していく。タワークレーンが最たる
ものです。経営の効率化という意味で，機械を寝かさ
ないで調達を外部にアウトソーシングして効率化を図
るといった大きな流れがありました。そのころからわ
れわれ自身も現場との距離感が縮まって，現場に関与
する機会が多くなったような気がします。
渡辺　建設現場に，効率的に機材を提供していくとい
う役割を担われた。それ自体が建設業の生産性向上に
大いに貢献してこられたのではないかと思います。さ
らなる貢献については。
外村　昨今の働き方改革から始まって生産性向上と
か，人手不足対策，高齢化対策になってくると，さら
に現場は機械化ということになってくるわけです。そ
の中で，われわれが日本にある機械を組み合わせて
コーディネートして現場に提供するかとか，海外から
そういった類の機械を調達して日本の現場にカスタマ
イズして提供するとか，当社はそういう方向でやって
いるところです。
もう一つは安全面とか環境面で，関連機器をレンタ
ルしていこうというものです。安全にしても環境にし
ても現場ごとに特性があるものですから，個別に現場
の特性を踏まえた機器を出さなければいけない。当社
はもともと道路機械からレンタルが始まったものです
から，先ずは道路の現場について，その次に建築・土
木，そういった現場に安全面・環境面に貢献する機器
を提供することが多くなってきました。
最近よく出ているのは，現場のそのときの風力，温
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度，湿度，騒音などの計測装置を現場ごとに取り付け
て記録する，当社の名称で「みまわり伝書鳩」と言う
ものです。

「みまわり伝書鳩」

周辺の住民への配慮から，あるゼネコンはそういっ
た機器を各現場に取り入れてもらっています。夏場は
作業員に対する熱中症対策としても役立つ。あとは風
の対策。最近はタワークレーンの事故とか，気候変動
もあって風を無視できない。クラウドの活用でいろん
なデータをフィードバックしながら情報を提供するよ
うにしています。
渡辺　国土強靱化ということが重要視されてきていま
すが，その中で，レンタル業がどのような役割，使命
を果たしていくのかお話を聞かせていただければと思
います。
外村　近年，豪雨災害とか東日本大震災もありました
が，レンタル会社は各地それぞれ現場に近いところに
営業所，ヤードを持って，それぞれがネットワークを
持っています。そのネットワークを活用し，何か起こっ
たときに遠方から持ってくるのではなく，その場の
ヤードからの機材を提供できること。物を持っている
だけではなく，物流，運送，メンテナンス，アタッチ
メントの提供などのノウハウの面からも状況に応じて
フレキシブルに対応できるところがレンタル業の強
み，役割かなと思います。
一社では全部がそろわない。レンタル業のメンバー

が，例えばA社は道路機械，B社はポンプとか水処
理の関係，C社は仮設のトイレとかハウス，D社は油
圧ショベルを大量に持っている。みんながそういう中
で災害が発生した時には力を合わせながらお互いに手
を組み合わせて提供していくのが理想です。日本建設
機械レンタル協会を中心としてそういう取り組みをや
られています。自衛隊の方々にも，当社のテクノヤー
ドで最先端の機械を見て乗っていただいて活用しても
らっています。

テクノヤードについては，全国各地域で実際に現場
のお客さんに乗っていただいて，ICT 重機や測量機
器とかを運用してもらう勉強会を CPDS などのポイ
ントも付けてやっています。
渡辺　人材の育成にも力を入れていただいているわけ
ですね。
外村　そうですね。当社では毎年 20 人を超える数の
社員をテクノヤードに集めて i-Construction の下地づ
くり，まず測量の勉強からさせて，今では全国で 200
人ぐらいが，どこの地域でも i-Construction の説明や
支援の対応ができるようになっています。大手ゼネコ
ンの場合は自分のところでいろいろやられていますの
で，特に地元の会社に，地元で気楽に i-Construction
関連機器をハードもソフトも見て実感してもらい，現
場の施工に役立てもらいたいと考えています。
i-Construction は，国の政策というよりも，本来，
現場の役に立たないといけないという意味で，現場の
意見も聞きながら，もっと現場の足元の役に立てるよ
うに各地域レベルで意見交換もしながら，当社として
の取り組みをブラッシュアップしていきたいと思って
います。そうでないと継続しませんので。
渡辺　今後の技術開発やその体制，方向性などについ
てお話しいただければと思います。
外村　一つは現場のニーズに対応して当社のオリジナ
ルのICT関係のシステムを開発しています。ブルドー
ザ排土板支援システムとか締固めレイヤー管理工法，
地盤改良機誘導システム，杭打設ナビゲーションシス
テムなどです。さらには無人化施工システム，海洋土
木向けシステムなどをもう少し掘り下げていこうとし
ています。特に，無人化施工は当社も情報化施工とと
もに雲仙普賢岳災害復旧のときからやっていますの
で，ここら辺を生産性向上の部分で応用ができないか。
あとは電動化の機器について，いろんな現場の特性に
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マッチングさせながら提供していきたいと考えていま
す。
開発体制についてはさまざまですが，ゼネコンとか

大手道路建設業の要望に対して当社が保有している機
械，市販されている機械をコーディネートして組み合
わせて提供するというやり方もあります。当社では，
これらの開発を，出来合いのもの，市販されているも
の，保有しているものをどのように組み合わせてやれ
るか。さらに，クラウドを利用してより現場にマッチ
ングさせる，今までのデータを活用しながら機械化施
工に応用する，そういったことを目指しています。
安全施工面では，今までの警備員の役割を機械化で

きないかということで，「LIP」という LEDによる視
認性の高い規制の表示装置，またRFID タグを用いて
作業員を重機との接触から守る「IDガードマン」や「ヒ
ヤリハンター」という製品がありますが，そういった
各種センサーで機械施工の安全性を高めていくといっ
た取り組みをやっています。
今，建機メーカーはそれぞれ自分のところでイン

ターフェースや情報化機器などを内製化，ビルトイン

しています。それはそれでいいのですが，今までの保
有機械はどうするのかといった課題が残るので，われ
われはそこに後付け，外付けできる機器や装置を開発
していこうとしています。建機メーカーとは違った観
点から，レンタル業では後付け，外付けできるという
ポリシーでやっていこうとしています。建機メーカー
の ICT 建機は，ハードとソフトが系列化しているき
らいがありますが，お客さんは，A社の機械もあれば，
B社の機械もあれば，いろんなメーカーの機械を持っ
ている。そこで異なるメーカーの機械との組み合わせ
であっても，ICT 施工が実現できるようにしたいと
考えています。レンタルの営業面でお客さんとの密着
度が高いので，お客さんのニーズをより細かに聞けま
す。
ICT 活用については，建設の分野はまだまだ遅れ
ていると感じています。当社はたまたまイベント担当
の部署と建設機械担当の部署の二つに大きく分かれて
いるのですが，イベントの部署ではオリンピックやパ
ラリンピックの仮設オーバーレイ工事に関して，映像
技術をフル活用したパブリックビューイング装置の設
営計画とかをやっています。そっちの部署の担当者に
聞くと，クラウドにしても通信の 5Gにしても何にし
ても最先端の技術をばんばん取り入れているわけで
す。ところが建設機械のほうはまだまだ力不足な感じ
もしています。
渡辺　今後ともレンタル業という強みを生かした取り
組みに期待しています。ソリューションビジネスとい
う面からの取り組みは。
外村　インフラ関係で今やっているのは点検・調査業
務のソリューションで，例えば，iCloud を利用しな
がら，点検状況，点検記録という出来型を次の工程の
補修に結び付けることができるようにデータ管理をク
ラウド上でおこなう。まだ構想の段階ですが，位置情
報などのデータを橋梁点検車などのハード機械に載せ
て自律的に機械がそこに行くとか，そういったものが
できたらいいなと考えています。せっかくのデータを
いかに現場で活用できるかということです。
過去には，市販されている機械をわれわれが買って
レンタルしてきただけですが，今では，その機械にい
ろいろ安全装置を付けたり，測量機器を付けたり，お
客さんの要望に合わせてシステムとしてカスタマイズ
しながら提供していこうとしています。
また，ある業界でよく使われている機械が別の業界
では知られていない，しかしその業界でも十分活用で
きる機械はあるわけです。業界横断的に機械の活用に
関する情報の提供も行っているところです。

「CPDS Live セミナー」

LED 情報パネル「LIP」
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渡辺　顧客に合わせて，既に市場にある機械に後付け
でグレードアップする，その取り組み自体がソリュー
ションビジネスの先駆者なのかなと思います。ほかに，
目新しい取り組みがあれば教えてください。
外村　海外にも展開を図っています。一つの事例です
が，だいぶ前にタイで大洪水がありました。あのとき，
当社はタイに事務所を置いていたので，発電機をタイ
に持ち込みました。当社の現地法人に交渉させて，災
害対応のための持ち込みだから非関税として，その対
策に使ってまた持って帰ってきました。現地法人があ
るからできたわけです。
災害は，特殊な例ですが，海外でのプロジェクトの

実施に関しても，ゼネコン，専門工事業ともあまり現
地で建機などを持たれていないようです。施工管理や
技術管理面では日本から行かれますが，現地での機械
供給面とかについてはわれわれレンタル業が多くを
担っています。ワンウェイで日本である一定レベル
使ってから海外に持っていくというやり方は時代遅れ
です。コスト面とかいろいろな国の制度を利用しなが
ら，逆利用も考える。当社は最初にオーストラリアに
機械を入れて日本に持ってきたり，ベトナムで入れて
日本に持ってきたり，別に日本が一番最初でなくても

いいわけです。今，中古建機の市場は少なくなって，
ミャンマーとかアフガニスタン，中東，アフリカぐら
いです。海外もだんだん目が肥えてきて，多くの地域
が新車市場になってきています。海外での機械の物流
に関する実務面のノウハウを蓄えています。
当社はベトナム，タイ，マレーシア，シンガポール，
オーストラリアに事務所を持っており，現地で JICA
の ODAとかに関係する仕事にも関係しています。各
国のエンジニアリング会社を始め民間企業とも接触し
ています。レンタル業界として今までの中古機械の処
分地という位置付けだけの海外ではなく，海外工事の
現場にもユーザーさんが手ぶらで行ってもらえるよう
にいろんな機械を供給できる体制づくりを目指してい
きたいと考えています。
渡辺　レンタル業の海外展開については認識を新たに
しました。最後に，当協会への要望とか期待，業界と
しての今後の展開などについてお願いします。
外村　最初に述べさせてもらったように，現在当社は
情報化施工委員会ほかのいろいろなところに出させて
もらっていて，国交省やつくばの研究所などいろいろ
な方とのコミュニケーション，意見交換をさせていた
だいているので，かなり良好な関係にあると思ってい
ます。
先ほどもお話ししましたが，以前はわれわれレンタ
ル業の意見が行政に通りにくい状況でしたが，今は
i-Constructionという取り組みもあって，かなりスムー
ズに政策面に反映してもらっていると思います。昔に
比べレンタル業の社会的な地位は i-Construction の展
開とともにかなり認知されてきています。今後は，よ
り一層の知識のレベルアップ，機械にまつわる事故の

クラウド計測システム「クラウド 16」の接続イメージ

クラウド計測システム「クラウド 16PLUS」の接続および画面イメージ

西尾の 「海外ネットワーク」
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防止とともに，コンプライアンスなどの制度的なもの
も業界に浸透させていかなければいけないと思いま
す。
海外展開の面からは，現地の制度や条件に関する情

報の集約が協会の部会で出来ないものか，そういった
ワーキングをつくれないものかなと思っています。
最後に，先ほどのソリューションの話しではないで

すが，地域ごと，現場ごとに抱えている課題はいろい

ろ内容が違うものですから，できるだけ当社の人間が
相談に乗れるように，メニューを提供できるように教
育しているところです。これからは，量より質を追い
求めていきたい。社員各人の質を高めて，現場ごとに
コンサルティングできるような人間を育てて，それが
総じて会社の力になってくる。そういった会社を目指
そうと考えています。
渡辺　本日は貴重なお話をありがとうございました。




